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産業構造審議会 第２回成長戦略部会 議事録 

 

日時：令和元年１０月２５日 １５：００～１７：００ 

場所：経済産業省本館１７階 第1特別会議室 

 

1. 出席者 

委員等出席者：翁部会長、相原委員、有馬委員、伊藤委員、仮屋薗委員、林委員、 

米良委員、岩木氏（髙橋委員代理） 

経産省出席者：新原経済産業政策局長、河西大臣官房審議官、中原大臣官房審議官、 

南部産業構造課長 

2. 議題 

マークアップ率の向上 

既存企業とスタートアップ企業のМ＆Ａ・協業促進 

新たな産業政策の方向性 

 

3．議事録 

（１）翁部会長挨拶 

○翁部会長（株式会社日本総合研究所 理事長） 

 それでは、定刻になりましたので、これより産業構造審議会第２回成長戦略部会を開

会いたします。 

 委員の皆様におかれましては、ご多忙のところご出席いただき、ありがとうございま

す。 

 本日の委員の出欠ですが、澤田委員、白坂委員、守島委員、柳川委員がご欠席です。

また、髙橋委員の代理として、ＫＤＤＩ株式会社経営戦略本部長の岩木様にお越しい

ただいております。 

 第２回成長戦略部会の開会に当たり、新原経済産業政策局長には後ほどご挨拶をいた

だきたいと思います。 

 それでは、本日の議事に入ります。 

 本日の議論は２部構成で行います。まず事務局から一括して基礎資料をご説明いただ

いた後に、前半は、前回に引き続き日本企業のマークアップ率の向上方法や既存企業
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とスタートアップ企業のＭ＆Ａ、協業の促進について議論いたします。続いて後半に

つきましては、前回十分に議論できなかった新たな産業政策の方向性について討議を

したいと思います。 

 それでは、事務局から、本日の議論の前提となる基礎資料のご説明をいただきます。

よろしくお願いいたします。 

 

（２）事務局説明 

南部産業構造課長より資料２に沿って説明 

 

（３）新原経済産業政策局長挨拶 

○新原経済産業政策局長   

 遅くなりまして申し訳ございません。年末が近くなり、社会保障や成長戦略などに関

連した業務、加えて本日の大臣交代に係る業務のため、再度中座をさせていただくこ

とになります。申し訳ございません。 

 ９月 19 日と 10 月３日に未来投資会議を開催いたしました。ここでの議論については、

総理のみならず詳細に関係閣僚にも報告しており、財務大臣なども強い関心をもって

おられます。 

 ９月 19 日の会合では、総理からは、将来を見据えた足の長い研究開発投資が重要に

なる中で、資金面や人材面で豊富なリソースを有するような既存企業にスタートアッ

プ支援や、新たな分野への投資を実行していただくことが大切である。中小企業の生

産性向上の関係については、取引関係の適正化を引き続き進めていく。いずれにせよ、

経産省が提言しているように、やる気のある経営者の全体ではなく、個々のやる気の

ある経営者を支援していくといった発言がございました。 

 10 月３日にも未来投資会議がありまして、総理からは現預金が 50 兆円ほど増加して

いる中で、これをいかに新たな分野の研究開発といった長期的視点に立った投資に回

していくのかということが、日本の将来の命運を左右すると思う。やる気のある企業

がスタートアップ企業をＭ＆Ａする場合や、共同研究を行いやすくするために、支援

策やルールづくりなどの環境整備を図っていきたいといった発言がございました。ま

た支援策については、ご案内のとおり党の問題ですので、政府は総理のコメントを控

えていただいておりますが、甘利税調会長がスタートアップ企業に出資をする場合の



- 3 - 

 

税額控除などについて議論をされているところであります。そのような取り組みによ

って独自の新製品や新サービスの開発を促してマークアップ率の向上を図っていきた

いという話がございました。 

 今後については、ここで議論いただいている内容なども未来投資会議に持ち込み、年

末までに中間的な何らかの取りまとめ、夏までに成長戦略の実行計画を閣議決定した

いと思っております。 

 遅くなり申し訳ございません。ご報告は以上でございます。 

 

（４）自由討議 

○翁部会長（株式会社日本総合研究所 理事長） 

 それでは、これより自由討議に入ります。 

 前半のテーマは、前回に引き続き、マークアップ率の分析を踏まえた日本企業のマー

クアップ率の向上方法と既存企業とスタートアップ企業とのＭ＆Ａ、協業の促進に向

けた政策課題について議論を深めたいと思います。 

 なお、本日ご欠席の白坂委員、柳川委員より、本日のテーマに関して事務局にコメン

トが届いておりますので、事務局からご紹介をお願いいたします。 

 

○南部産業構造課長   

 それでは、まず慶應義塾大学の白坂委員からのコメントをご紹介させていただきます。 

 マークアップ率を上げるためには、高付加価値のある新たな製品・サービスを生み出

していくことが必要である。日本企業による新価値創造がなぜ進まないのか。あくま

で仮説の域を出ないけれども、これまで数十社の日本企業における新価値創造教育を

行ってきた経験からいいますと、新価値創造の方法論を実践できる人が少ないという

のが原因の一つではないか。 

 その新価値創造の方法論を実践できる人が少ないのは大きく３つの理由がある。１つ

目は、方法論の存在を知らない。なぜ新価値創造が難しいのか、どのようにすれば新

価値創造ができるのかについては、研究も進んでおり、新価値創造の方法論として体

系化が近年進められております。しかしながら、これらの体系が実践可能な形になっ

てきたのはここ 10 年程度でありまして、大学の教育にもほとんど組み込まれていな

いために、社会人が学ぶ機会がないというのが１つ目であります。 

 ２つ目は、社会人でないと十分に学べない。これらの方法論は、新卒学生に教えるこ
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とも可能であるが、社会人学生のほうがより具体的に理解できる。しかしながら、日

本では経験を積んだ社会人が学びに戻ることは、ほとんどがＭＢＡのように知識を学

ぶ専門職大学院に限られているということで、社会人の教育が十分になされていない

ということであります。 

 ３つ目は、方法論を教えられる教員が少ないということであります。対策としては、

多くの社会人が働きながら学ぶことのできる新価値創造の方法論を学べる機会をつく

ることが重要ではないか。これは大学に限る必要はなく、企業内の研修、あるいは研

修業者によるものでも問題ないのではないか。こういった就業経験のある社会人が学

ぶ機会を増やすことで、学んだ人が実践を行い、結果として新価値創造の方法論を教

える人材に回るといったエコシステムを早急に構築する必要がある、というご意見を

いただいております。 

 なお、人材のご指摘でございますので、人材については次回以降、いずれにしても事

務局でしっかりと整理をして、またご議論いただきたいというふうに考えております。 

 続きまして、東京大学の柳川委員からのコメントを紹介させていただきます。 

 １つ目は、マークアップ率の向上に向けた戦略でございます。低マークアップ率の原

因は多様であり、きめの細かい分析、政策対応が必要であるが、一般的には高付加価

値化及び製品差別化が十分ではなく、低価格競争に陥っていることが低マークアップ

を招いている。高付加価値の製品やサービスを提供するための投資が促進される必要

があり、例えば、必ずしも会計上研究開発投資にこういった投資が分類されない場合

もあるので、こういった投資を促すためのインセンティブ措置というものを検討すべ

きではないか、というのが１つのご提案であります。 

 ２つ目は、シェアあるいは売り上げの業界順位を強く重視する発想が引き続き残って

いることが要因として考えられるのではないか。このためには、高価格による収益性

確保をねらう企業戦略への転換が必要で、コーポレート・ガバナンスを通じたプレッ

シャーであるとか競争を通じた新陳代謝の促進であるとか、高付加価値であれば高価

格でも消費者側に歓迎されるというマインド醸成の合わせ技が必要なのではないか。

そういう意味では成功事例を広く知らしめていく政策も重要かもしれないということ

でございます。 

 ３つ目は事業再編、Ｍ＆Ａ等を通じた成長戦略ということでございます。日本企業で

は、いまだに一部の企業を除いて事業を抱え込む傾向がある。事業売却やスピンオフ
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よりも事業買収に偏ったＭ＆Ａ戦略がとられがちである。アメリカの革新的ベンチャ

ー買収による成長は、裏側に事業売却もあってこそ進んでいる。その意味では、適切

な事業売却、事業買収が進められることが必要で、事業流動化の流れを促進すべきで

はないか。具体的にはＭ＆Ａ促進、事業売却、スピンオフを促進するための税制の検

討、２つ目は事業売却に対する従業員の不安感を軽減するための対策の必要性、３つ

目は、より望ましい事業をマッチングするためのネットワークの充実、こういったと

ころを政策としては検討してはどうかということでございます。 

 それから、後半の議論に関係いたしますけれども、新しい産業政策の可能性としては、

グローバルに活動するプラットフォーム企業、あるいは国家戦略的に産業育成を行う

国が出現している中で、日本としてもこういった新しい視点で産業政策を考え直す必

要性は高いのではないかというコメントをいただいております。 

 以上でございます。 

 

○翁部会長（株式会社日本総合研究所 理事長） 

 ありがとうございました。 

 それでは、委員の皆様からご意見をお願いいたしたいと思います。ご意見のある方は、

ネームプレートを立てていただければと思います。順に指名させていただきます、よ

ろしくお願いいたします。 

 まず、産業政策のあり方は後半で、前半のマークアップ率やＭ＆Ａ、協業の促進とい

ったところを中心にお願いいたします。 

 

○林委員（ユニゾン・キャピタル株式会社 代表取締役）   

 マークアップ率についてですが、事務局から示していただいた各国の比較などを見て

も、日本企業の問題という以前に、企業も含む日本の社会において、「企業はいいも

のを安く提供するのが価値である」という信念がものすごく長い間、かつ広範囲に渡

って染みついているという感じがします。もちろん成長している時期には、だんだん

所得が上がってくる層に、できるだけ早く廉価で高品質なものを提供していくという

使命があったと思いますが、過去 20 年の停滞期において所得が下がっていくときで

も、やはりより安くて、よりいいものを提供するのが企業の使命であると、企業自身

もそうですが、社会のほうもそういうふうに信じてきたというような、大きな社会的

な価値観というものがあるのではないかと思います。 
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 一方で、ここにも出ていますが、例えばフランスのブランドの企業をはじめとして、

ハイエンドのブランド企業というのは、原価に対してどれぐらいマークアップを乗せ

て売ることができるのかでブランドの格が決まるようなところがあります。できるだ

け高く売るのが価値であると。それが次の自分たちのファンを生み出していって、そ

れが自社に対するブランド投資にもなっているというサイクルがあって、随分大きな

違いがあると思います。ですから、日本企業に対してマークアップ率を上げていくべ

きだという点をそこだけ取り出して言ってみても、動かす起点として十分なのかどう

かということは一つ論点としてあると思います。 

 ところで、例えば最近、女子高生に流行りのタピオカミルクティーがあります。あれ

などはマークアップ率はものすごいはずで、原価はものすごく安いのだけれども、六

百何十円という結構な値段で売っていて、しかも大はやりしている。みんな喜んでい

て、しかも飲み物だけではなくて容器を持ち歩くのがファッションであるし、それを

ＳＮＳに上げて共有することまでを含めて一つの商品だという捉え方で、あの値段は

正当化されていると思います。 

 ですから、「いいもの」といったときに、その「使い方のイノベーション」ないしは

「捉え方のイノベーション」まで含めると、実はそんなに多額の設備投資を前提とす

ることなくもっとマークアップをとっていく余地が企業活動のそこここに転がってい

るのではないかと思います。そうだとすると、必ずしも大きな資金だとかリソースを

必要としないので、大企業だけではなくて、それこそベンチャーや町場の中小企業で

あっても、そういったものをリードしていく立場になるチャンスは十分にあると。前

向きに捉えれば、そういう構造にもあるのではないかなと思います。 

 

○仮屋薗委員（株式会社グロービス・キャピタル・パートナーズ 代表パートナー）   

 ありがとうございます。私のほうからは、大企業とスタートアップの協働・協業、そ

れとＭ＆Ａについてコメントできればと思います。 

 まず、大企業とスタートアップの協働の点なのですが、昨日の日経に、政府の研究開

発におけるベンチャー枠の設置の記事が出ておりました。いわゆる政府調達の観点で

すよね。米国では政府調達に関しては長らくやっていらっしゃいますけれども、日本

ではまさに新たな動きだと思います。大変歓迎すべきだと思っております。 

 一方で、こちら、まだいわゆる科学技術振興費に関連する調達になっておりまして、
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今回の我々のテーマであります日本の大企業のデジタルトランスフォーメーション、

ＤＸの観点、ここにおきましては、本業のＤＸにスタートアップからのＳａａＳ、も

しくはＡＩ等々のアルゴリズムの購入といいますか、協業による業務プロセスの改善、

これによる付加価値、マークアップ率の向上は不可欠だと思っております。この観点

では、研究開発のみならずいわゆるＤＸ、ＳａａＳ、ＡＩというところにまで政府か

らの調達の可能性を広げるという観点、及び大企業におかれましては、このような関

連のスタートアップからのプロダクト調達についても税額控除を行うなど、協業促進

の手段をぜひ検討いただけないかということを思いつつ、昨日の記事をみておりまし

た。 

 それから、Ｍ＆Ａの観点についてもう一つお話をさせていただければと思うのですが、

米国のＭ＆Ａが盛んで日本のＭ＆Ａ、特にスタートアップのＭ＆Ａはほぼ皆無という

ところは周知の事実かと思います。一方で、日本における大企業のＣＶＣ投資、直接

投資は大変活発になっておりまして、2018 年度におきましては、約 4,000 億円弱の

日本におけるスタートアップ投資のうち半分が、大企業からの直接もしくはＣＶＣと

しての間接投資になっております。これは世界でも最も比率が高くなっております。 

 この観点で、先ほどお話のありましたいわゆるスタートアップ向けの投資における税

額控除ですとか、かつてございましたがＶＣへのＬＰ出資における、こちらもいわゆ

る優遇税制のような直接・間接における投資の税制的な促進は大変業界としても好ま

しいものでありまして、より積極的に進めていただきたいなと思っております。 

 一方で、Ｍ＆Ａはまだ進んでおりませんで、こちらはいわゆるキャピタルゲイン課税

の減税等々、Ｍ＆Ａにおきましても、入るときのインセンティブのみならず出るとき

におけるインセンティブにつきましても考慮いただけると、さらに活発になるのでは

ないかと思っています。 

 あと、ＧＡＦＡのコメントが一部Ｍ＆Ａでありました。アメリカのＭ＆Ａを促進して

いるところは、ＧＡＦＡ及びＩＢＭですとかその他マクロソフトですとか、そういう

ＩＴ大手だと思います。こういう会社は、実はＭ＆Ａのみならず大変スタートアップ

のエコシステムの発展にも寄与しております。と申しますのも、私ども日本ベンチャ

ーキャピタル協会の会員に、それこそグーグルさんですとかマイクロソフトさん、Ｉ

ＢＭさんやＳＡＰさん、アマゾンさんもそうなのですが、入っていただいたのは実は

この２～３年のことで、彼らは本国、ヨーロッパ等々のみならず日本のスタートアッ
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プエコシステムに関しましても、投資とかいう形ではなくて、アクセレーションプロ

グラムですとか彼らの経営のノウハウの供与というようなものもあわせて行っており

まして、いわゆる協業の先にはＭ＆Ａという目的があるというのはグローバルには明

確な事実だと思うのですが、そのための種まきの段階についても、世界中あまねく幅

広く協業もしくはシード支援もしていらっしゃいます。日本の大企業、今いわゆるＣ

ＶＣ的な投資は非常に盛んなのですが、最後のＭ＆Ａ、ラストワンマイルのＭ＆Ａか

ら入り口のスタートアップのナーチャリングの部分、こちらについても、一部非常に

積極的な企業さんはあるのですが、日本全体で盛り上げていくべきではないのかなと

いうのが、先ほどの資料をみて思ったところでございました。 

 

○伊藤委員（学習院大学 国際社会科学部 教授）   

 ちょっと乱暴な話なのですけど、今何を変えていかなきゃいけないかというときに、

時代の流れみたいなものに乗っかっていかないと、今問題だからこれを何とか変えな

きゃいけないという発想だけではだめなのかなと。それで、実は私ちょっと混乱して

いたのですけど、マークアップ率とは何なのかということで、この資料の中でも混乱

がちょっとあるみたいなのですけど、これは売上高営業利益率ではないんですね。分

数でいうと、例えば分子に価格が出て、分母に限界費用が来ているんですね。これ、

実は少し考えていたら意味が深いなと思いまして、ちょっと数字が並んで申しわけな

いですけど、分子が価格（Ｐ）で、分母が限界費用（ＭＣ）であると。分解すると、

ＰをＡＣ（平均費用）で割る。 

 つまり、これは何をいっているかというと、平均の費用に対してどれだけ利益率を上

げるか。先ほども出てきた高付加価値とかいうのがここにかかるわけですね。分母に

ＡＣを置いてきてしまったものですから、今度はまた分子にＡＣを置いて、分母にＭ

Ｃが残っていますから、ＭＣ分のＡＣというか、限界費用分の平均費用というので、

ちょっと話は複雑で申しわけないのですけど、経済学的にいうとコストの生産量に対

する弾力性、つまり生産量があるパーセンテージでふえたら、何％コストが上がるか

と。スケールメリットがあるときには、これが当然１よりも小さくなるわけですし、

成熟した企業では、コンスタントの費用だったら１になるわけです。 

 そうすると、マークアップ率が高いというのは２つの理由がそこに存在するわけで、

１つは、先ほどから出ているような高付加価値で高い利益率を上げる。ヨーロッパの
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ブランド品などはそういう性向があるかもしれませんけれども、もう一つもっと重要

なところがあるのは、その産業がいわゆるスケールエコノミー的なものを享受できる

余地がいっぱいあるところというのは、当然マークアップ率は非常に高くなるわけで

す。グーグルとかフェイスブックというのはそういうイメージで、日本のマークアッ

プ率が低いというのは２つ理由が考え得て、１つは、もちろんさっきから出ているよ

うな利益率が非常に低いところでビジネスをやっているということと、もう一つは、

言い方はあまり正確ではないのですけど、多くの産業が「どつぼ」にはまっていて、

ある意味でこれ以上拡大してもなかなかアウトプットというか収益を上げられないよ

うなステージなのか、どこにいるのかという、ここを分けて考えなきゃいけない。 

 もちろん両方とも大事だと思うのです。付加価値が非常に低いから付加価値を上げる

というのはすごく大事なことだと思いますし、そういうふうに企業が行動すればいい

のですけど、これは先ほどから私が申し上げでいる意味でいうとスタティックな問題

で、もちろん変えられれば結構なのですけれども、今までそうやってきた企業が突然

豹変して、グッチやプラダみたいになるとか、あるいはここに出てきているような欧

米のコカ・コーラみたいなブランドバリューができるかどうかわからない。しかし、

これはやってみようと。 

 だから、政策的に考えるとどうも後半が非常におもしろくて、産業が急速に発展ステ

ージにあるところにうまく幾つかの主要な産業があると、社会全体としてもいわゆる

限界費用の平均費用に対する割合が大きくなる。裏を返せば、それだけ固定費である

研究開発とか投資にお金が行くという話だと思うのですね。 

 それで、実は興味深く思ったのは最初の２ページの図なのですけど、これをみると、

アメリカのところで顕著なのですけど、この 10 年、20 年で急速にマークアップ率が

上がっているんですよね。前回も申し上げたかもしれませんけど、マクロ経済的にみ

ると非常に奇異なんですよ。というのは、ご案内のようにこの 30 年、ずっと長期金

利は実質下がり続けている。だから、マクロで出ている事象というのは、経済という

のは、生産性だとかあるいは潜在成長率がだんだん下がっていくような非常に厳しい

状況にあるにもかかわらず、マークアップ率でみていると大きく変わってきている。

ここら辺がすごく重要なのかなと。 

 ちょっとこじつけで申しわけないのですけれども、1973 年に石油ショックが起こっ

たときに、日本は完全に重化学工業化の成長ステージに関して閉塞感があった。でも、
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そこをバネにその後、製造業が違う形に変わってきて、自動車とかエレクトロニクス

が出てくるとか、あるいは 1980 年にアメリカと貿易摩擦が起こって、旧来型の日本

から輸出するモデルが非常に厳しいという中で何が起こったかというと、ご案内のよ

うに、その後、特に自動車が顕著ですけど、グローバル展開という方向にビジネスモ

デルを大きく変えてきて次のステージをつくったわけで、そういう意味では、今のこ

の状況でマークアップをどう考えるかといったときに、スタティックな付加価値がそ

もそも低いから何とかしなきゃいけないという問題と、そうではなくて社会の技術革

新とか、皆さんいろいろおっしゃっていることだと思うのですけど、次のステージを

生み出すようなところが結構玉があって、そこをどうしていくのかということを考え

るというのは非常に重要になってくるのかなと。後でも恐らく成功事例をつくってく

るということだろうと思うのですけれども、そういうダイナミックな点が非常に大事

になるのかなというふうに思いました。 

 あと、もう一つ、前回も申し上げたかもしれませんけれども、気になるのは、これも

今のお話にも関係あるのですけど、少し時代の流れの中でみていく必要があって、今

日の投資ということでいうと、企業の余剰貯蓄、例えばマクロデータでいう資金余剰

から資金過不足の比率をＧＤＰで割った数字でみると、日本が世界最大の水準、５％

前後なのですけど、躍り出たのは 1998 年なのです。それ以前はそうではないんです

よね。これはご存じのように 1997 年の末に山一證券が倒産して、1998 年に金融危機

が起こって、いわゆる３つの過剰というか、過剰設備、過剰債務、過剰雇用というこ

とにみんな目がいって、問題は、そこから 20 年間、日本はこの資金過不足の対ＧＤ

Ｐ比でナンバーワンなのですね。ＯＥＣＤナンバーワンの座をずっと保ち続けている

わけです。ですから乱暴な言い方をすると、当時からずっと持っていたメンタリティ

ーがずっと続いているということかもしれませんから、そこら辺も、さっきいった歴

史の流れの中で少し方向を変えていく上で、何か大きなビジョンというかプッシュが

あればいいなというように思いました。 

 以上です。 

 

○新原経済産業政策局長   

 伊藤委員の問題提起について事務局としてコメントさせていただくと、マークアップ

率の分解式についてはおっしゃるとおりだと思っています。ただ、事務局としては２
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つの項が完全に分解できるとは思っておりません。つまり１項目の要素（利益率）と

いうのは、グッチをつくろうとかブランド品をつくろうという単純な議論をしている

つもりは全くございません。むしろ設備投資や研究開発を行い、新しいフィールドを

つくることで、２項目の要素（スケールメリット）はもちろん１項目の要素（利益

率）も動くと思っております。 

 本日の資料にも提出されていますが、設備投資の比率が上がるとマークアップ率は上

がるという明らかな相関関係がございます。伊藤委員の議論では２項目（スケールメ

リット）が中心なのかもしれませんが、１項目（利益率）にも影響することなので、

そのトータルの実業を考えております。ですので、必ずしもブランドの研究会ではな

いと思っておりまして、おっしゃるとおりだと思っていますが、そのように広いカバ

レッジでご議論いただくと良いと思っております。 

 

○伊藤委員（学習院大学 国際社会科学部 教授）   

 おっしゃるとおりだと思うのですね。でも、ブランドは大事だと思います。 

 そこで、言い忘れたことがあって、前回も申し上げたかもしれませんけど、いわゆる

産業のステージとか、あるいはプロダクトサイクルという議論が一方にあって、例え

ば電気洗濯機という商品がある。最初は、よくわからないけど、大学の研究室に似た

ようなところが一生懸命試行錯誤しながら洗濯機をつくっているわけですね。いろい

ろな形のものがあって、マーケットに出していって、あるところまでは、もちろん失

敗も多いのだけど、多分マークアップ率は非常に高いんだろうと思うんですね。 

 ところが、それがだんだんスタンダーダイズして、電気洗濯機ってこんなものだとい

うので、それに合わせたものをつくっていって、標準化していって、さらに広がると

海外まで生産展開すると、どんどん物の値段が上がってくる。ただ、これが行くとこ

ろまで行くと、本当に成熟化しちゃうと、さっきのグッチではないけれども、ある種

のブランドバリューで定着する面もあるかもしれない。 

 そうすると、日本がねらうべきところというのは、この一番最初のところに近い、あ

るいは、もしいいものがあれば、それこそグッチやコカ・コーラみたいに高いものも

あるかもしれない。ここのところがどうなのかというのは結構重要なのかなと。 

 恐らくここに今日出てきているような話でみても、一方で、もちろんさっきいった第

２個目もあると思うのですけど、第１個目のところでも、いわゆるプロダクトサイク
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ルでみると比較的初期の、あるいは前期のものが多くて、日本の場合は、残念ながら

そうではないようなものが非常に多くなってきているというふうに考えられるかもし

れません。 

 

○有馬委員（株式会社デンソー 取締役社長）   

 伊藤委員がおっしゃっていたマークアップ率って何だろうというふうに考えれば考え

るほどわからなくなってきまして、学術的なことは僕はよくわかりませんけど、例え

ば今日の資料で、日本精工さんがマークアップ率 5.5 倍と。こういう機械製造業で、

弊社ともよく似ているようなところで、１倍ぐらいしかない弊社と比べて何で 5.5 倍

もあるのかなと。もし、何かこういうことでこんなにマークアップ率が高いのだとい

うことの情報がおありであれば、教えていただきたい。そういうのが一つヒントにな

るのかなと。 

 それから、ＧＡＦＡは確かにすごいと思うのですけれども、売上高の研究開発比率は

高いのですけれども、かといってマークアップ率が高いかというと、今日のデータを

見せていただく限り、そんなに高くないと。その相関というのはどういうふうに考え

ればいいのかなということも教えていただきたいなというのが正直なところなのです

ね。 

 さっき伊藤委員がおっしゃっていたマークアップ率についてですけど、我々は「どつ

ぼ」に入っている産業の一つかなという気もするんですよね。では、「どつぼ」って

何かというのはあるのでけれども、裾野が広くてお客さんとの契約もいろいろあって、

積み上げてきた製造業とすると、やめることを決めたいのですけど、なかなかやめ切

れないというところがあるので、それは経営者として失格ではないかとおっしゃるか

もしれませんけど、そういうしがらみが確かにあって、より日本人の経営者はそこが

なかなかできていないのではないかなという気がします。 

 それから、マークアップ率が向上するためには、付加価値の向上はもちろんいろいろ

な視点で必要かと思うのですけれども、それをやったところで――やるのですけれど

も、ペイバックがどれだけできるのかなというところもありまして、これは先回も申

し上げたかもしれませんけど、ＢtoＢの企業ですとなかなかそういう形にはならない

というのが実態でございます。そこをどういうふうにブレークスルーするかというこ

ともあるのですけど、よく弊社の状況をみますと、付加価値向上ももちろん大事です
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けれども、もう一個突っ込んだコストダウンというのをセットでやらないと何ともな

らないかなという感じがする、マークアップ率を向上するという意味で。 

 そうすると、直接の製造業のほうは、直接の部門のところはそれなりのコストダウン

をやっている気がするのですけれども、弊社の場合でいくと、いわゆる管理間接部門、

そういう部門の業務の標準化を含めて、どうやって今のデジタル化の波に乗ってしっ

かり合理的にやるかというところは、かなり遅れているなという気がするんですね。

ある部門とある部門のところはいいのですが、ある部門を繋ぐところが人海戦術でや

っているようなことがあって、そういうところを徹底的にスリム化するということで、

マークアップ率の向上に少しは貢献するのではないかなと改めて思いました。 

 以上です。 

 

○南部産業構造課長   

 個社のマークアップ率の高さについては、もう少し様々な分析をしてみないと分から

ないので、我々も仮説の域を出てはおりませんが、まず最初の、６ページ目にありま

す機械製造業で日本精工さんやＨＯＹＡさんなどが高い、あるいは大企業であればキ

ヤノンやソニーが高いということが出ておりますが、恐らく共通してこの企業にいえ

るのは、ニッチトップといいますか、特定の製品で世界シェアが高い企業が上位に並

んでおりまして、シェアが高ければ価格支配力があるということかと思っております。

日本は製造業の中でもニッチトップ系の企業がいくつかありまして、そのような企業

はマークアップが高い傾向がございますので、もしかすると、そういう製品市場にお

ける寡占度のようなものがマークアップに影響している可能性が高いのかなというの

が、まず製造業のところでの仮説でございます。 

 他方で自動車は、実はアメリカ、ヨーロッパ、例えば４ページとか５ページをみてい

ただいても、自動車産業というのは必ずしも世界的には高くなく、フォード・モータ

ーやゼネラル・モーターズは１倍を切っております。これは４ページ目の右のところ

に記載しておりますし、５ページ目のヨーロッパでも、右側にいくつか有名企業が並

んでおりますが、真ん中から下ぐらいのほうにフォルクスワーゲンやアウディ、ＢＭ

Ｗ、ダイムラー、ルノーといった企業がございますので、業種特性としてこのような

ＢtoＣといいますか、非常に競争の激しい産業では世界的にマークアップ率は下がっ

てきているということだと思いますので、製造業の場合は、製品市場の特徴がマーク



- 14 - 

 

アップに強く影響してくるのではないかと考えております。 

 もう一つはＧＡＦＡのマークアップ率でございますけれども、実はＧＡＦＡと一口に

いっても、マークアップ率にはかなり違いがございます。４ページ目を改めてごらん

いただくと、ＧＡＦＡの中で一番高いのはアルファベット、グーグルの親会社でござ

いまして 10 位ですが、アマゾンはちょうど１倍ぐらいしかございません。また、フ

ェイスブックは当然高いのですけれども、ほかにもＩＴ系でありながらそこまで高く

ない企業はございます。 

 これは一体なぜなのかという点についてももう少し分析する必要がございますが、恐

らく一部のＩＴ系の企業では、意図的に価格を低く抑えることで、シェアの拡大とい

いますか、ビジネスチャンスを広げていく局面を重視している企業があるのではない

かというふうに考えております。そのような意味では、かなり独占度は高いけれども、

今は価格を下げることでマークアップを低くしてシェアを高める局面にある企業が低

くなっているのではないか。逆にいうと、おそらくアマゾンなどは、もっとマークア

ップを上げようと思えば上げることができる立場にあるのだとは思うのですけれども、

戦略として上げていない可能性もあるのかなと思っております。ただ、これは数値で

しかないので、もう少し多面的な分析を引き続き行っていこうと考えております。 

 

○相原委員（日本労働組合総連合会 事務局長）   

 ありがとうございます。林委員の先ほどのご発言と共通する点があると思います。資

料 17 ページには企業の仕入れ価格や販売価格の推移が出ています。仕入れ価格が上

昇したタイミング、それに伴い販売価格を上昇させたタイミングがある訳ですが、何

が決定の因子になり得たか分析も必要と思います。 

 消費税率の引き上げ、税体系の変化、競争環境の変化など、様々な外部要因に基づく

仕入れ価格の上昇を受けて、販売価格を上昇させることは合理的な行動と思います。

しかしこの間、分子のアウトプットの最大化を求めるよりはむしろ、投入量、いわゆ

る分母の縮減が、企業行動原則としては支配的であったと思います。今後は、外部要

因に基づく価格決定に加え、企業行動を決定するための材料や価値観を内部から転換

せねば、マークアップ率の改善にまでは届きにくいのではと感じます。 

 一方、マークアップ率の向上に向けて、アウトプットに焦点が当たり過ぎた場合、こ

れまで働くものが努力してきた原価改善、いわゆる、分子に対する前向きなチャージ
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という原則も崩れかねず、企業の足腰の脆弱性につながることを懸念します。このあ

たりのバランスと整理が大変重要だと思います。 

 なお、同一労働同一賃金が来年から導入されます。産業横断というよりは企業の中で

ということになりますが、これは、内部の価格決定のための一つの要素とし反映すべ

き点だと思います。働き方や人材というテーマは次回以降ということですが、マーク

アップ率の向上、企業行動の原則を変えるための視点を新たにどこに求めるのかにつ

いても、大変重要と考えます。 

 企業間の取引価格の適正化は重要ですが、取引の出口についての監視機能ですので、

やはり、取引価格を決定する企業内の行動原則を転換していくことがポイントと思い

ます。 

 

○米良委員（ＲＥＡＤＹＦＯＲ株式会社 代表取締役 CEO）   

 ベンチャー企業と大企業のオープンイノベーションというか協業というところにおい

てなのですけれども、私たちも大企業さんといろいろな取り組みを始めさせていただ

いてお話を聞かせていただいていると、大企業さんはオープンイノベーションとかス

タートアップとの取り組みということに対して基本的にはポジティブで、何かやろう

ということは起こっている。数年前からこのオープンイノベーションの議論が始まっ

て、１周した感があるという話をよくお伺いする。 

 ただ、組み方とかが余りうまくいかなかったので、１周して、継続していくかどうか

はちょっと検討というステージにあるのかなというふうに思っていて、なぜそういう

ことが起こっているのですかというふうにいうと、経営者の方々は、新しい付加価値

を作っていくためにも新しいイノベーティブな活動をしているベンチャー企業と一緒

に取り組みたいと思っているのだけれども、現場の皆さんというのがあまりついてこ

なかったりして結構短期で終わってしまって、また、成果指標というところもあまり

最初から定まっていなかったりするので、どうしてもすぐにＰＬにつながっていない

よ、みたいな話で打ち切りという形になってしまっているのかなというふうに、お伺

いしていると聞こえてきます。 

 なので、この分野に関しては、少し長期でコミットを必要とするような分野だと思う

ので、経営者の方がしっかりコミットしていって、より短期の成果、ＰＬに乗るよう

な成果というよりは、どういうふうに経営全体の中で資産となっていくようなものに
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していくかというのを考えて、責任をとれるような方がコミットしていく必要がある

のかなというふうに思っています。 

 その中で、前回もお話しさせていただいたのですけれども、新規事業を任された現場

のメンバーの方とスタートアップが会うことというのは結構多いのですけれども、経

営者の方が出てくるというケースは最終的にならないと出てこないというようなこと

もあるので、よりトップ同士というところが、長期で一緒にこういう目標に向かって

やっていくよねというところのすり合わせと、そういう出会いをきちっとつくってい

くということと、あと、短期で終わってしまうと、結局会社の中でも、やってよかっ

たのかやってよくなかったのかというのがわからないまま終わってしまうので、その

取り組み自体はすばらしいことなのだよということを、きちっと政府とか国が、そう

いった取り組みをしただけでもある種評価するというか、ポジティブにフィードバッ

クをしていくということはすごく大事なのかなというふうに思っています。 

 このオープンイノベーションとか協業というところを今回も取り上げていらっしゃい

ますけれども、結構一巡してどうしようという状況が今なのかなと思うので、取り組

んだ企業をポジティブに評価し、また経営者の方が参加しているという事例が、より

多くの企業さんに知られるような状態をつくったほうがいいのかなと思いました。 

 もう一点なのですけれども、企業さんにより積極的に参画していただきたいなという

ふうに思っているのが、ＳＤＧｓとかサステーナビリティーの分野というところによ

り参画していただけないかなというふうに思っています。先ほど仮屋薗委員がおっし

ゃったように、ＣＶＣとかベンチャー、いわゆる非線形で短期で成長するような事業

に対しては、お金はＣＶＣさんが用意されたりベンチャーキャピタルにＬＰで入られ

たりとかということでお金の流れが動いていると思うのですけれども、より研究開発

とかサステーナビリティーに寄与するような社会課題解決のような事業というところ

にはなかなかお金が流れていないというような世界もあるなというふうに、私も自分

の事業を通じて思っているので、そういったところに企業さんがより長期できちっと

関わっていくということができればいいなというふうに思っています。 

 なので、そういった社会課題。短期ではそれこそなかなか自社の事業売上利益という

ところに繋がらないのだけれども、長期で会社のリスクをちゃんとカバーしていくよ

うな領域に対してきちっと張っていくという企業を、何か認証とかサポートするとい

うような取り組みがあったらいいなというふうに思いました。 
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○翁部会長（株式会社日本総合研究所 理事長） 

 ありがとうございます。今、短期的に見ていらっしゃるということなのですけど、大

体今平均的にみて現場ではどのぐらいで成果指標というかそういうのを、明確ではな

いとおっしゃっていましたけれども、どのぐらいで今一巡した感があるのですか。何

年ぐらいということで。 

 

○米良委員（ＲＥＡＤＹＦＯＲ株式会社 代表取締役 CEO）   

 むしろ私よりもプロフェショナルな方がいらっしゃるかなと思うのでご意見を聞きた

いのですけれども、多分オープンイノベーションとかといわれ始めて５年ぐらい、も

うちょっとですかね、関わりみたいなぐらいはあるのだけれども、結局何となくベン

チャーのピッチコンテストみたいな形で終わりということも結構あって、どう取り組

んでいいかというのが結局わからないまま終わってしまうというようなケースはお伺

いします。 

 ただ、そういうベンチャー、ある種異能的な人と大企業さんのセット、組み合わせて

いくということがようやく始まったという段階だとも思うので、それ自体ですぐ見切

りをつけてしまうということがもったいないことなのかなというふうにも思えます。 

 そういったある種、このまま協業をしていくとかオープンイノベーションを広げてい

くということはとても大事だと思うのですけど、今企業さんとしては、でも、やった

じゃんという状況ではあるのかなと思うので、それをどうやって打破するかとか空気

を変えていくかということを検討する必要はあるのかなと思いました。 

 

○翁部会長（株式会社日本総合研究所 理事長）   

 それでは、今までの議論の延長線上にはなりますけれども、こういったマークアップ

率の向上やスタートアップとの協業ということは原則的にはガバメントリーチの外側

にございますけれども、ここにどうやって政策的にアプローチしていくのが適切なの

かということについて議論を進めたいと思います。事務局のほうからは、パイオニア

的な企業に支援を集中し、その成功によって周囲の企業に波及効果を及ぼすことで一

つのムーブメントをつくっていくという産業政策の方向性についてご提案がございま

した。こういったご提案も含めて、どういった政策が有効だと考えるかということに

つきまして、どんな点からでも結構でございますので、ご意見をいただければという



- 18 - 

 

ふうに思います。またご意見のある方はネームプレートをお願いいたします。 

  

○伊藤委員（学習院大学 国際社会科学部 教授）   

 ちょっと大学の教師みたいな話をさせていただきたいと思うのですけど、「産業政策

の経済学」という本を私書いたことがあるのですけど、それは別として、産業政策で

何ができるかというと、できるかできないかは別として、４つか５つぐらいに分類で

きると思うんですよね。いずれにしても、成果が今出ていないから何とかしたいとい

うことであるわけです。 

 １つは環境制約を外すということで、規制緩和とか貿易自由化だとか、要するに今本

当はやりたくてもできない、あるいはインセンティブを持てないようなところについ

てやる。これは依然として重要だと思うのですけれども、ただいろいろなことを成長

戦略でやってこられた中でなかなか成果が出てこないということで、ここには多分限

界を感じていらっしゃるのだろうと思う。ただ、私は大事だと思いますけど。 

 ２つ目が企業のインセンティブを変える。先ほどＭ＆Ａに減税措置がとられたという

話も出ていましたけれども、あるいは研究開発にいろいろな公的資金を投じるとか、

そもそもうまくいっていないということは、何かの市場の失敗みたいなことが起こっ

ているわけですから、これももちろん考えていくべきだろうと思うのですけど、恐ら

くこれもなかなか厳しいのかなというふうにお考えになっていると思うのですね。 

 そうすると、あと２つぐらい残っている部分があって、１つが、先ほどの Snow Ball 

Effect とも関係あるのですけど、経済学の話で恐縮なのですけど、我々も大いに反

省していまして、人間とか組織って合理的に行動していないのだと。それは行動経済

学というのですけどね。だから、合理的に行動はしないのだけど、予想できる程度に

非合理的に行動しているとすると、そこを変える何かつぼみたいなものがあるのでは

ないだろうかということは多分重要な話で、Snow Ball Effect だけではないと思う

のですけど、もしそうだとすると、なぜ合理的に行動しないのか、どう合理的に行動

しない結果、今の状況が出ているかということをもうちょっと分析してみないといけ

ない。 

 ただ単に成功事例を出すだけではいけないと思うので、先ほどの話に戻るのですが、

それは恐らく単にスタティックに今日本経済がどうであるということ以上に、グロー

バルマーケットがどう変化してきているのかとか、技術がどう変わってきているのか
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とか、日本のいろいろな外部環境はどうなってきているかという中で、日本の企業が

どういうふうに、先ほどの言葉をもう一回使って申しわけないのですが、「どつぼ」

にはまってしまっているのかということをしっかり分析しておかないといけないのか

なというふうに思います。その点がまだ残念ながら、私も含めて十分議論が整理でき

ていないだろうと。 

 私、意外と重要だと思うのは、これから多分出てくるのだと思いますが、４つ目だと

思うんですよね。それは何かというと、そもそも手持ちの駒が少ないのが幾ら頑張っ

てだめだというのであれば、手持ちの駒を増やすというのが非常に重要になってくる

のかなと。プレイヤーの問題だろうと思うんですね。 

 まさにベンチャーとＭ＆Ａの話はそこに関係あるのですけど、前回もお話ししたのか

ちょっと記憶にないのですけど、ロバート・サットンというスタンフォードのビジネ

ススクールの先生がイノベーションの本を書いていて、非常におもしろいことをいっ

ているんですよね。それは何かというと、企業ってなぜ利益を上げているのかという

と、企業の中に過去にずっと培われてきた能力とかノウハウとか、中での従業員の教

養知識だとか、あるいはいろいろなことがあって、失敗も成功も重ねた上で、それを

できるだけ忠実に毎日毎日やっていくことで初めて利益が出るわけです。 

 例えば、ディズニーランドがなぜ儲かっているかというと、あそこでみんながどうい

うふうな立ち居振る舞いをするかとか、どういうルールになっているか。それを少し

でも逸脱すると、そこで事故が起きたり失敗が起きたりするわけですね。ただ、その

世界って全くイノベーションは出てこないんですよ。ですから、ディズニーランドの

ミッキーマウスは非常にいいやつで、うまく行動しているのだけど、彼をヒールにし

てみたらどうなるかということがイノベーションなんですね。成功するか失敗するか

わからない。日本の企業が非常に悩んでいるのは、それをやる勇気がなかなか。だっ

て、今それなりの利益を上げていて、動かしたら何が起こるかわからないわけですか

ら。だけど社会全体とすると、それをどう作っていくのか。つまり、今の仕組みとか

組織の外にどういうものをつくっていくか。アメリカの凄いのは、20 年前、30 年前

無かったようなグーグルやアマゾンが出てきちゃってそれをやるわけですから、これ

をどうやって作っていくか。多分その中の鍵になるのは、もちろん一つは企業とか資

金だろうと思うのですけど、それ以上に人材だろうと思うのですね。だから、ここを

どうするかという話だと思うのです。 
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 ちょっと話が横にそれて申しわけないのですけど、今日、ある地銀の方と話していて、

優秀な人材が出ていくという話になって、給料下がって出ていくんですよ。何で給料

下がって出ていくのって聞いたら、ちょっとここだけの話ですけど、今の銀行の仕事

は面白くないと。ある別の金融系の会社に入ったのですけど、自分は楽しくて、楽し

くてしようがないと。要するに、給料は安いのだけどいろいろなことにチャレンジで

きるという。だから、人がそういうふうに動けるような余地が社会に出てこないと難

しい。だから、供給構造というか手持ちの駒をどうやって増やしていくかという仕組

みを少し考える。これは多分産業政策に出来ることだと思う。 

 最後の５つ目は、この分類に入るかどうかわからないのですけど、ちょっと我々真剣

に考えなきゃいけないのは、ここでもアジアの話が出ているのですけど、我々はどの

場でこれを特に強力にやっていかなきゃいけないか。もちろんグーグルやアマゾン、

アップルとグローバルに伍してやるということもあるのだろうけれども、なかなか現

実的ではないのだろうと思うんですね。日本の成功をみたときに、例えば戦後直後は、

いわゆる労働集約的なものをどんどん海外に輸出して戦後を乗り切って、今度 1960

年に入ると、国内のインフラだとか重化学工業化で高度経済成長をなし遂げて、そし

て、さっきいいましたように 1980 年以降はまたもう一回グローバルにいった。そう

すると、今この後、グローバルの中で日本が比較的アプローチしやすくて、しかも非

常に成長のエネルギーが満ちているというと、やはりアジアだろうと思うんですよね。

だから、そういう場を少し意識しながら政策を展開していくというのは重要なのかな

と。 

 昨日、私も数字をみて改めてびっくりしちゃったんですけど、日本ってこの 20 年、

ほとんどＧＤＰって変化していませんよね。中国は、2000 年は 1.3 兆ドルだったの

が今は 13 兆ドルなのですね。だから、10 年間で 10 倍になっちゃっているわけです。

中国は別として、ほかのアジアの諸国もそういう意味では非常に消費ブームだとか起

こるわけで、そういうダイナミズムとかエネルギーの場みたいなものと日本の産業の

あり方みたいなものをもう一回見直してみるというのは非常に重要かなと。ちょっと

学問的な話で申しわけないのですけど。 

 

○林委員（ユニゾン・キャピタル株式会社 代表取締役）   

 もう一回マークアップのところから始めますと、既存の業界、産業構造が決まってい
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て、その中で新製品を出すという競争、同じ業界の中で競合がいてそれぞれ競争され

ているときに、はたしてどれぐらい自分で自由度をもって値段をつけられるのかとい

うと結構制約が多いはずです。すごく独創的なものが出てこない限りは、横並びと当

社の前モデルとの比較という、縦横の比較の中で少しだけ戦略的な判断ができる余地

があるだけというものだと思うんですよね。それは日本に限らずそうだと思います。 

 マークアップ率の議論を大きくスケール感をもって変え得る道があるとすると、業界

を変えていくようなプレイヤーをどうやって国として後押ししていくのかという方向

性が一つ。でなければ、既存の定まった業界構造の中で何か革新的な一商品を出す必

要がある。いずれも研究開発の活動が大きく必要なのだとすると、それを促進してい

くような後押しを国がやるというのは、一つ大きな役割として考えられると思います。 

 ただ、大企業がどれぐらい研究開発にお金をかけられるのかというのは問題です。大

企業は無茶なことはしてはいけない世界ですから、金額は全体としては大きいのかも

しれませんけれども、その中ではパイプラインのポートフォリオを組んで、大きな企

業全体にとってはリスクにならないような範囲で賢く物事を進めていく必要がある。 

 片方でベンチャーのロジックは全く逆です。非常に小さいみずからの企業規模に対し

て、到底出来そうでないようなことにチャレンジしていて、そのために外からお金を

集めてやっていこうと、そういうような人たちがベンチャーの世界。物事を大きく変

えるようなイノベーションや研究開発を社会の中のどこからもってこようか、どこで

育もうかと考えるときには、ベンチャーの人たちを盛り立てていく仕組みが必要で、

しかもかなり大きなスケールでそれを後押しするというようなことが社会全体として

は構想されるべきだろうと思います。 

 既存のビジネスプラットフォームをお持ちの大企業とベンチャーをどういうステージ

でつないでいくのかについては、いろいろあって構わないとは思いますが、大企業の

理性的な世界の外で大半が失敗していく中で、成功した人たちを大きなスケールで取

り込んでいく道筋がつけられれば、社会全体として大きくマークアップ率を上げてい

くことにつながる動きが作れるのではないかと思います。 

 それから、伊藤委員がおっしゃったさっきの一番最後の点は、私も非常に同感でして、

そもそも日本は伸びない、人口が減るという市場なわけです。日本企業が日本の国内

市場で高成長を信じて、そこに大きく投資をしていくというのは、いくら言われても

理性的な世界では限界があります。日本で今後超長期にわたって確かな道筋というの



- 22 - 

 

は、人口が減ることと高齢化だと思うのですけど、それはそれでヘルスケアだとかあ

る種のコンシューマーの業界にはビジネスチャンスはあると思う。ただ、経済的にア

ジアの市場をもう少し一つのものとして視野に入れれば、ここは若くて成長する市場。

これは間違いのないグロースストーリーで、これと日本の企業の現在の立ち位置、持

っているものとの組み合わせでものを考えていくような視点は、ここから先非常に重

要なのではないか。日本企業の成長を考えるときの土俵というのは、基本、そういう

ものであってしかるべきではないかと思います。 

 

○仮屋薗委員（株式会社グロービス・キャピタル・パートナーズ 代表パートナー）   

 改めて 27 ページのスタートアップ企業の買収を行う企業会社、世界ランキングをみ

ていますと、ＩＴのグローバル企業が本当にトップテンにいるなと。ベンチャーキャ

ピタルの米国の歴史をひもといてみますと、80 年代は、まだエグジットとはいって

もＩＰＯが中心だったのですね。これが大きく変わったのが 90 年代、インターネッ

トのブームが始まるような 90 年代半ば前後ぐらいに、ここのトップテンでいいます

とシスコさんのような業界再編ですよね。どんどん出てきたところの企業を買収して

バイ・アンド・ビルドをしていって、いわゆるシリコンバレーというのは、エコシス

テムというぐらい自然の生態系にたとえられるわけなのですけれども、まさにそこの

中における太い大樹のような形で、どんどん枝葉のところの企業群を吸収して新製品

の開発だったりプロダクトラインナップを広げていったりということで、業界再編の

核となるプレイヤー、これが新しいエコシステムをつくっていったと。それを見習っ

て、例えばその後グーグルですとか２位のフェイスブック、きっとヤフーとかもそう

かもしれません、そういうところがロールアップをやっていくというロールモデルに

なっていたと思うのです。 

 この中で、今回、パイオニア的な企業経営者をハイレベルで表彰していくとか、フロ

ンティアを切り開いていくというようなところですよね。日本において、ＩＴのみな

らずさまざまな産業で業界再編が進まないというところはあると思います。Ｍ＆Ａに

対するメンタルな部分もあると思うのですが、私、マークアップはもとより業界の業

務の収益性、拡張性を行っていくために、再編というものは本当に欠かさざるべきも

の、それを行っていくリーダーシップ、イニシアティブ、経営者というのは、国とし

て、表彰と申しますか重要なリーダーシップだといっていいのかなと思います。 
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 スタートアップで申しますと日本ベンチャー大賞、これは当然総理からの表彰でもご

ざいますし、昨年より日本オープンイノベーション大賞というものも始められて、た

しかＪＲさん、企業のほうではやっていらっしゃったかと思いますが、Ｍ＆Ａという

よりも業界の再編を促進するリーダーシップ、こういうものに光を当てていくという

ことは、今ある日本の民間のＭ＆Ａに対するメンタルブロックを解き放って、そして

パイオニア的に動いていくことが、エコシステムがどんどん発展していくためには非

常に重要なのではないのかなと、27 ページをみていて思いました。 

 

○岩木氏（髙橋委員代理 ＫＤＤＩ株式会社 経営戦略本部長）   

 先ほどの伊藤委員のお話を聞いていまして思ったのは、大企業がベンチャーキャピタ

ルをつくって、さまざまの方々と一緒にイノベーションを起こしていかなきゃいけな

いといったことを考えていくときに、我々も 10 年ぐらいやっていて本当にそうなの

ですけれども、ＣＶＣは、いわゆるＶＣさんと違って一般の大企業の社員の人間がや

っていくような話になりますので、本当にノウハウもないですし、皆さん大変な思い

をされて苦労されていると思うんですよね。企業側からすると、そういったところっ

てあって、これを乗り越えるような仕組みというのが、産業政策というようなそんな

立派なものではないのかもしれないですけれども、必要なのかなと思っていて、例え

ばＣＶＣ同士で協力し合うような仕組みをつくっていくとか、そういったものという

のは何となく国全体としてみていく意味というのはあるのかなというふうに一つ思い

ました。 

 マークアップの話でちょっと思っていたのですが、例えば我々のネットワークという

のを考えていまして、ネットワークというのは、私ども通信会社が提供しているよう

なものというのは、別にどこの会社が提供していてもそんなに大差ない。ここにブラ

ンドをつけて付加価値をつけようとしても、そんなにつけられるようなものではもち

ろんないのですけれども、できるだけ安価に安全にステーブルなものをご提供します

よというのが使命なのですけれども、これがベースになってＩｏＴというものが今で

きてきて、もともとの通信のネットワークがあるので、ＩｏＴという、非常に低コス

トで新たなイノベーションを起こすようなためのインフラとしてご提供することがで

きますと。 

 その上で、いろいろなベンチャーの方々ですとかパートナーさんと、付加価値を提供
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することによって例えばマークアップ率を上げていくようなサービスをご提供できな

いかといったような考え方をすべきなのかなと思っていまして、それによって、逆に

またネットワークが効率化されると、もともとの我々の本業であったネットワークの

ほうのコストも下がってくると。それは、先ほど来新原局長もおっしゃっていたよう

なことかなというふうに思っていまして、そういった関係を――大企業って必ずそう

いった、もともと成熟産業であるかもしれませんけれども、そこのインフラなり資産

というのはお持ちになっていらっしゃるので、そこをベースに、両利きではないです

けれども、こちらの新しい付加価値を起こすといったようなことをそういう視点で考

えていく必要があるのかなというふうには思いました。 

 

○有馬委員（株式会社デンソー 取締役社長）   

 弊社もスタートアップの皆さんといろいろやっているのですけれども、協業とか出資

がなかなかうまくいかない、至らなかった場合、いったとしても途中で頓挫してしま

う、そういうことが結構あるんですね。何でそうなるのかなということは、スタート

アップ側の問題というよりも、大企業側の弊社みたいなところだとすると、期待する

事業規模の規模感が違うとか、あるいはスタートアップの人が考える時間軸が全然違

うと。よく、概して全部一つ形をつくるというような形でいいますけれども、そう

我々も期待はするのだけど、実際の我々のリスポンスが１年ぐらいのスピード感でや

っていたとか、そういうことも実際あるんですよ。ですから、大企業側というか弊社

側からみると協業重視というよりも、さっき誰かがおっしゃっていましたけど、もう

ちょっと中長期視点で支援するとか育成するとか、そういう形が必要ではないかなと

いう気がするんですね。 

 そうすると、逆にちょっとスタートアップの方々にお聞きしたいのは、そういうふう

にすると、そもそもアイデアがどんどん出る、あるいは物すごく機動力があるという

スタートアップのパワーがちょっとなくなってくるのかどうかという、そのあたりが

よくわからないですね。ある緊張のもとに短期間で成果を出すというところで、どん

どん追い詰められた環境の中でクリエイティブな仕事をしていくということが一つの

あり方だとすると、そういう支援の仕方がいいのかどうかわからないけど、我々のう

まくいかなかった事例からみると、やはり中長期の支援というのは必要ではないかな

というふうに思うのと、どうしても我々企業の大きいところからみると、一サプライ
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ヤーみたいな見方をどうしてもしてしまうんですね、目線として。そうではなくて、

本当に対等な重要なパートナーだという視点でみていくということが必要で、その２

つを我々の目線、姿勢として変えていかなければいけないなと思うんですよ。 

 そういう面でみると、そういう目線でやっている、あるいは中長期的な視点でやろう

としている企業に何らかの政策を考えてくれれば、もちろん加速税制優遇みたいなも

のも含めてですけど、何か回っていくのかなという気がするのが１点と、国内だけで

はなくて海外のスタートアップともやっていますので、すぐに企業結合しようとする

ときに必ずいろいろな法制度があるので、その手続が厄介だなというような形で、

我々は一生懸命やっているのだけど、海外のスタートアップの会社が、嫌気が差して

「いいわ」というようなこともあるので、その辺の法制度の微妙な修正もできたらよ

くなるのではないかなと思います。 

 

○翁部会長（株式会社日本総合研究所 理事長）   

 ベンチャー側の目線というか中長期の時間軸、このあたりも含めて、もし米良委員よ

ろしければ、そこも含めてご意見お願いします。 

 

○米良委員（ＲＥＡＤＹＦＯＲ株式会社 代表取締役 CEO）   

 短期間で生きるか死ぬかの闘いをやっているからイノベーションが生まれるという側

面も多分にあるとは思うのですけれども、一方で、今スタートアップもエックステッ

クみたいなことをいわれていますけれども、中の産業の分野に対して、テクノロジー

はどういうふうに入れて産業構造を変革していくかということに長期視点で勝負して

いるスタートアップも増えてきています。なので、よりそういう企業であればあるほ

ど、大企業さんと一緒に長期で事業を育てていきたいというふうな願望があるような

ベンチャーも増えていると思います。 

 例えばヘルスケアの領域だったりとか、我々もちょっと端くれにいるフィンテックだ

ったりとか、こういう業界って規制とかも関係してくるので、ベンチャー１社で闘う

というよりは、より企業さんと一緒に長期の目線でどのような業界になっていくべき

なのかというところを議論しながら、だけれども大企業さんの中では全体で動かして

いくのは結構難しいよねというものを、ある種出島的にどんどんチャレンジしていく

ということが、エコ社会における役割分担としてはあると思うので、支援というか、

まさに産業はどういうふうに変化していくかということに大企業の経営者の方と直接
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議論をしながら進めていけることができたとしたら、変わっていくのだろうなという

ふうには思っています。 

 ちょっと繰り返しになるのですけれども、大企業の経営者の皆さんもそういう長期視

点で、どのように産業の中で自社の事業を構成していくかということについて、常に

考えていらっしゃるとは思うのですけれども、どうしても新規事業部みたいな形で切

り離された現場の皆さんと一緒にやっていくというふうになると、何となく現場の方

も、早く成果出さなきゃみたいな形で、出なかったら切るみたいなふうにもなってし

まうので、より長期でパートナーシップを組めるような状況をつくれると、最終的な

インパクトは大きいのではないのかなというふうには思いました。 

 あと、大企業さんがイノベーションに対して投資をしていくというときに、それこそ

最近、先ほどもちょっといったのですけど、サステーナビリティーの分野があったり

とかするとＥＳＧという話も出てきていて、より企業さんが短期のＰL というものと、

あとは長期のいろいろなリスクをカバーするような新しいイノベーションにしっかり

投資をしていくような会社を株価として評価していただくというような形のサイクル

というのはつくれるのではないのかなというふうに思っています。先ほど税制優遇み

たいなお話もあったのですけれども、そうではなくて、会社を今の市場の中でも評価

をしていくということに、ＥＳＧとかというような、いわゆる長期の社会課題を解決

していくようなことに対して投資をしているような企業を、そういった視点でも評価

をしていくということはできないのかなというふうに思っていたので、そういったこ

とを政府が実行していただけるといいなというふうには思いました。 

 

○仮屋薗委員（株式会社グロービス・キャピタル・パートナーズ 代表パートナー）   

 私も有馬委員に対しての追加のコメントなのですが、オープンイノベーション、ＣＶ

Ｃが、ブームで終わらせてはいけないのですが、ブーム的に始まって今ちょうど５年

弱になろうとしていると思います。この５年、ＣＶＣ活動でも表面的に成功したとこ

ろと、思ったよりも結果が出ていないなというふうに途中経過をみている大企業さん

と、２つに分かれると思うんですね。これはスタートアップ側の反省も明確にありま

して、まず私、一番大きなこれから改善しなければいけないポイントは、大企業とス

タートアップが連携する際の期初のいわゆる目的軸、時間軸のすり合わせだと思いま

す。 



- 27 - 

 

 ＣＶＣですが、特にマイノリティー出資をすることが多いのですが、マイノリティー

出資の場合、いわゆる計画及びスケジュール設計の具体化が甘く始まってしまうんで

すね。ですので、そもそも２～３年たったときに、着地点は何だったかな、どれぐら

いやっていくべきだったか、もしくはどれぐらいの経営資源を投下するべきだったか。

スタートアップからしますと、大企業からこれぐらいの顧客基盤、技術供与を受ける

ようなイメージをもっていたという話ですし、大企業からしますと、スタートアップ

は割と素早くは動くけれども、投下しているリソース、我々が思ったよりも全然やっ

ていないではないかと、こういう期待値のすれ違いが本当に多かったのかなと思って

います。Ｍ＆Ａですと、ＰＭＩも含めて割とかっちりとしたデューデリも行うのです

が、特にＣＶＣ、オープンイノベーションぐらいの資本業務提携ぐらいになると、詳

細の詰めが甘くなるんですよね。ここに短中期でのずれが出てくると思います。 

 ですので、私、今改善すべきとしますと、今おっしゃられた、まず中長期におけるし

っかりとしたゴール設計をすること。それから単年ですよね、特に大企業さん、単年

度での評価、これは質量ともになっていきますので、その単年度での評価についても

ちゃんとマイルスト－ンについて、最初からある程度公表すること。あと、どれぐら

いの経営資源を投下するのかということについては相互に握っておいたほうがいいな

と思っていまして、大企業からするとそんなにやっていないようになるのですけど、

スタートアップからしますと結構な資源を実は投下していて、本来の成長のほうにも

っと振り向けたいということは、本当に今現在いろいろなところで起こっています。

このあたりのすり合わせが非常に重要ではないかと思っております。 

 

○相原委員（日本労働組合総連合会 事務局長）   

 ありがとうございます。ガバメントリーチの表現が出てきています。経済原則にのっ

とった合理的な判断に基づき、企業が主体的に行動すべきところを、政府がお膳立て

し、今日のこの場のように、様々な人たちが考えなければ、企業行動が変わっていか

ないといこと自体、特別な事態であると思っておかないといけない。 

 自主的な行動で豊かな利益と社会課題の解決が進んでいけば良いのですが、そうなっ

ていない。このテーブルの存在価値がないとは申しませんが、少々、異常な事態だと

いうところは、どこか頭に置いておくべきかと思います。 

 グローバルヘルスカバレッジの進展を考えた場合、今後、圧倒的な付加価値の高まり
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が想定される製薬業ですが、一方、アフリカをどうゲットしていくかなどについて、

本日説明のあった諸データを見る限り、日本の産業として、遅れをとっていないか懸

念します。 

 有馬委員のご発言の通り、スタートアップの皆さんとの期待値や規模の違いなどにつ

いて整理頂きました。そのとおりだなと再認識しました。この間、守勢に立たされて

きた大企業が、この 10 年、20 年何とか守り抜き、今は思い切った構造転換を図り、

全力でチャレンジを進めている局面ではないかと推察します。したがって、スタート

アップの皆さんとは時間軸だったり規模だったりももちろんそうなのですが、意識、

気持ちなども融和的、融合的にすり合わせていかないと、会話が成り立たないのでは

ないかと感じます。 

 先ほど米良委員がおっしゃった、ＥＳＧ投資に代表されるように投資家そのものの原

則が大きく変化していることも頭に置いておかないといけないと思います。 

 以上です。 

 

○林委員（ユニゾン・キャピタル株式会社 代表取締役）   

 ありがとうございます。スタートアップと大企業をどうつなぐかという観点でお話が

進んでいますが、片方で、構造的に難しい要素がいっぱいあるということもいわれて

います。だとすると、スタートアップと大企業は、私、先ほど論理がすごく違うとい

うふうに申し上げましたけれども、この２つを直接結びつけようとするよりは、真ん

中を作ったほうがいいのではないかという観点を持ち込んでみたいんです。 

 ユニコーンまでいかなくても、スタートアップがある程度のスケールまで成功したと

いう段階で、次のグロースキャピタルを数十億円とか百億円の単位で出せるような機

能ってあまり存在していないですよね。シーズのところは、大学との協業などいろい

ろな形で盛り上げていて、それをベンチャーキャピタルやＣＶＣの方々がバックアッ

プするという事例は増えているのですけど、ある程度うまくいったところで、どうす

るのと。大企業といきなり繋ぐと、先ほど有馬委員がおっしゃったように結構難しい

構造的な要因もあるというときに、もう少しベンチャーの論理の中で、次のフェーズ

のグロースまでを自力でやっていく。それを支えられる外のお金というものが、社会

としてもう少し動いてもいいのではないかと思います。 

 グロースキャピタルに関していうと、今、あまり日本の中では多く存在はしていない
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と思いますので、これもインキュベーションの一環みたいな観点で、政府としてそこ

に投資資金を振り向ける、ないしはそれを支援していくような政策があってもいいの

ではないかと思います。 

 それから、ＣＶＣで大企業の中である程度成功したけれども、大企業の論理の中では

ここから先うまく花開いていきそうにないというときに、大企業の方々も思い切って

外へ出す、ちょっと行ってこいと。外のグロースキャピタルと一緒に、次のフェーズ

は、そっちでもうちょっとスピード感と事業のフェーズに合った支援を受けて帰って

こい、というような考え方があってもいいだろうと思います。 

 もう一つ流動性でいえば、日本の中で全部を完結しようとするのではなくて、海外の

ベンチャーを、日本の大企業が自分の中で要素技術として取り込めるかもしれないと

いうような戦略的な判断もあるかもしれません。あるいはそこまで具体的でなくても、

もう少し日本で技術を実装していくような余地がありそうなベンチャーについては、

日本からお金を持っていって、支援して持ってくるというようなことができないか。

日本の経済がこれから成長していこうとすると、市場としては基本的には少なくとも

アジアを一体としてその視野に取り込んだほうが、動かせるものの余地は大きくなる

と思うので、いろいろな手段の組み合わせで、中間規模のグロースフェーズに合うや

りかたでベンチャーを動かしていくというような観点があるといいのではないかと思

います。 

 

○翁部会長（株式会社日本総合研究所 理事長）   

 ありがとうございます。 

 あと、ちょっと今日ご紹介いただいた中で、マークアップ率と系列関係とか取引構造

の階層によって随分売上高当期純利益率が違うというようなご指摘などもあったので

すが、このあたりについて、もし有馬委員、何か感じておられることとかコメントと

かございましたらご教示いただければと思うのですが、いかがでしょうか。 

 

○有馬委員（株式会社デンソー 取締役社長）   

 今日も何か自分なりに解を見出そうかなと、この部会のためということではなくて、

個人的に何をすればいいのか考えていたのですけど、解に至らなかったものですから、

せっかくのご質問なのですけど、明快にいえるものがないので、また次回、こういう

機会があればということで勘弁してください。 
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○伊藤委員（学習院大学 国際社会科学部 教授）   

 時間が少し余っているのであれば、今の系列とマークアップについて、正しいかどう

かわかりませんけど、個人的に感じたこと。前回の話の続きにもなるのですけど、20

年ぐらい前に背広の本を英語で書いてほしいといわれて、ずっと回っていって、６万

円で百貨店で売っている背広がどういう価格構造があるかといったときに、名前はち

ょっとあれですけど、ニッケという会社に行きました。立派な会社なんですね。いい

糸をつくっているんですよ。うちはいい糸をつくっていて、大体６万円の背広で

1,000 円ぐらいですねと。努力して努力していい糸をつくると、どんどん価格が下が

っちゃうと。しかし、６万円で売っているということは、どこかで儲けているやつが

いると。多少やっかみもあって、ちょっとファッションとかそういうフワッとしたと

ころでいっちゃってという話で、そういう非常にカチッとできたサプライチェーンの

中での悩みみたいのがあって、その話がもう一回出てきたのが、今からみると 10 年

ぐらい前なのです。ユニクロなんですよね。ユニクロのフリースとかヒートテックの

糸をつくっているのは東レさんなんですけど、これは全然違う世界なんですよ。つま

り、いい素材をつくればつくるほど、結果的にはもちろんユニクロも儲かるのですけ

れども、東レにも非常にいくと。どこが違うのかなと。そこはよくわからないのです

けれども、自身なるかどうかは別として、チャネルリーダーを動かすだけのパワーが

供給チェーンの中に入ってくるとすごく違うのかなと。 

 日本の中小企業の方々は、乱暴な議論で申しわけないのですけど、どちらかというと

日本の風土の中での閉鎖的なサプライチェーンの中にあるのですけど、よく我々の話

で、ドイツでチャンピオンといわれているように、そんなに大きくないのだけどグロ

ーバルなマーケットを相手にすることによって、結果的に非常に高い利益を得るわけ

です。そういう意味では、だからどうしたらいいかってよくわからないのですけれど

も、どういう系列の中でどういう行動しているかというのは重要で、簡単にいうと、

今いった例えば東レさんがヒートテックをやったような形で、もうちょっとマーケッ

トに直接つながるような形のものが出てくれば、そこは随分変わってくるのかなとい

う気がしますけど、感想まででございます。 

 

○米良委員（ＲＥＡＤＹＦＯＲ株式会社 代表取締役 CEO）   

 マークアップ率の話とは関係ないのですが、大企業さんとベンチャーの交流みたいな
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話でいうと、もう一点あるのは人材というところの話で、今ベンチャー業界にも大企

業さん出身の方というのがどんどん流入していて、先ほどの給料が安くても自分が実

現したい夢に向けて頑張ろうみたいな方々は、若手の方中心にどんどん移行していっ

ています。これは大企業さんとベンチャーを繋ぐすごく大事な橋渡しの役割だという

ふうには思っていて、実際、我々の会社もいろいろな大企業さんから人材が集まって

いるのですけれども、入ってくるタイミングでは、今まで例えば新規事業部にいた人

とかが、新しいプランを考えてＰＤＣＡを回していくというペースとベンチャーのペ

ースというのは大分違うので、慣れるまで少しかかるのですけれども、大企業さんが

なぜそういう時間軸で動いているかというところもよくわかっているので、その人間

が大企業さんとフロントに立つとすごく相手からも安心がされますし、その現場のメ

ンバーがお互いに安心と信頼感で動いていくと、すごくうまくいきやすいなというふ

うには思っています。 

 やはりベンチャーって、多分 10 年前くらいまでは、どちらかというと大企業さんに

はカルチャーとして合わなかったというか、もっと産業を変えてやるぜ、みたいなエ

ッジが立ったような人が多かったかもしれないのですけど、最近だと、そういうこと

というよりはキャリアの中でベンチャーも経験してみたい、もしかしたらまた大企業

に戻るかもしれないと思っている人たちも多いと思うので、この人材がしっかり流れ

ていく、それを後押しするような企業さんというのを政府として何か応援していくと

いうことはできないのかなと思っています。 

 例えば、どれぐらいの企業さんがそういうふうにされているかわからないのですけれ

ども、一般的日本企業さんだと、１回出戻り禁止とか、１回出ていくとなかなか戻っ

てこられないようにしているとかというのを聞いたりするのですけれども、むしろ出

戻り大賛成みたいな、どんどん出ていってもらって、ベンチャーで働いてもらった人

がまた戻ってきて何かやらせる。そういう大企業さんとベンチャーを行き来する人材

が、実はこの協業だったりオープンイノベーションの部分ですごく活躍をする可能性

があるなと思うので、企業さんの中で、外に出すことというのを積極的にやれるよう

な企業さんを応援していくということはとてもいいことないのではないかなと思いま

した。 
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○伊藤委員（学習院大学 国際社会科学部 教授）   

 今言い忘れたことがもう一個ありまして、またちょっとマイクロの話で恐縮なのです

けど、さっきの背広の研究をしているときに一宮というところに行きまして、ここは

日本最大の毛織物の産地なんですよね。その地域で一番評価が高い一つの会社に行き

まして、中堅企業だと思うのですけど、本当にすごいんですよ。次から次へ出てくる

布のいろいろなデザインに対応して、簡単にいうと段取りがえをして、すばらしい布

をどんどんつくり出していって、アパレルメーカーはそれをみながらいろいろやって

いくわけですよね。 

 感激したんですけれども、それから３週間後にイタリアのビエラという産地、そこに

ゼニアという皆さんご存じの高級な布をつくる工場がありまして、行ったら、みんな

のんびりやっているんですよ。あれ、何だろうなと思っていたら、それでわかったん

ですね。要するに、申しわけないけど、一宮の工場はすばらしい効率性があるのだけ

ど、あれはかごの中にいるハツカネズミで、一生懸命動いているわけですよね。ゼニ

アはなぜそれができるかというと、一宮の場合は日本のアパレルメーカーのニーズに

合わせてどんどん段取りがえをしていくわけですけど、ゼニアは３分の１の売り上げ

はヨーロッパで、３分の１はアメリカで、３分の１は日本も含めたアジア。したがっ

て、例えば何かある種のパターンで本当にいいものをつくれば、それはあるボリュー

ムで世界へ出せるわけですよね。結果的に、その場その場で一生懸命効率性をやるの

ではなくて、付加価値を上げるということができる。そういう意味でグローバル化っ

てすごく重要でね。 

 もう一回話が元へ戻るのですけど、日本のマーケットだけでやろうとすると、ハツカ

ネズミにならないと生き残れないという悲しいケースになるケースもふえてくると思

うので、アジアでどういうふうにビジネスを広げていけるか。そこに、みんな中堅企

業も含めて、どういうエクスポーズできるようになるかというのは結構重要な形。だ

から、同じことをやっていても、相手がどういうマーケットかということは非常に大

きな意味があるのかなと。ちょっとマイクロなケースで申しわけないですけど。 

 

○翁部会長（株式会社日本総合研究所 理事長）   

 スピンオフの例があったのですけれども、このペイパルの件というのは、非常に大き

く羽ばたくケース、実際に新しい事業としてスピンオフやってうまくいっているとい
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うケースなのですけれども、実は窮境に陥っている大企業のところから営業譲渡をし

てうまくいったケースもあります。例えばカネボウは、経営状況がひどくて多様な事

業を抱え込んでいましたけれども、繊維事業などをセーレンに営業譲渡して、他の事

業も様々な会社に営業譲渡しましたが、そこにいらっしゃった従業員の方も新しい企

業で生き生きと仕事をするようになり、それで付加価値、生産性を上げていきました。

このようなケースも幾らでもあるので、こういった事業自体の営業譲渡をもっとやり

やすくしていくということも、マッチングの工夫とかいろいろあると思うのですけれ

ども、それも非常に大きな課題なのではないかと思います。恐らく大企業は多角化し

たものの不採算になってしまった事業をかなり抱えていると思うのですが、そこをう

まく切り出すことによってうまくいくというケースもあり得ると思うので、そういっ

たこともご検討いただくといいかなと思いました。 

 また、今日全体として私も、非常に多くを勉強させていただきましたし、共感ももっ

たのですけれども、特に大企業とベンチャーということで皆様からいろいろなご意見

をいただきました。今までの業界を再編するような、そういった動きになるようなパ

イニオア的な仕事をしそうな、また、中長期的な視点に立ってそういったことを推進

しそうなところを支援していくというのは、方向としてはあるのかなと思いました。

ただ、それをどういうふうに見極めるかというのはとても難しいことなので、そこは

本当によく工夫する必要はあると思うのです。それと、グローバルな視点に立ったエ

コシステムというかネットワークというのを意識してつくっていって、それでアクセ

ルレーターとかベンチャーキャピタルとか、ときによっては大学や大企業、こういっ

た人たちがうまく連携できるような環境をつくっていくということもとても大事なの

ではないかなと思います。 

 これは次回の話になると思うのですけれども、人材の流動化というのもとても大事で、

米良委員も最後におっしゃったのですけれども、最近、商社などでも出戻りも歓迎で、

そういう方たちがすごく活躍されているケースもあるんですね。ですから、そういう

形で人材を動かしていくということも大事です。 

 また、かなり今のベンチャー企業の経営者は社会的課題について意識しています。で

すから、そういう意味では大企業でＳＤＧｓということを標榜されている経営者も多

いので、うまくそういったところでマッチングしていければ、比較的中長期の新しい

ことにじっくり取り組んだり、ヘルスケアとか日本にも社会的課題はたくさんござい
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ますので、そういった連携の余地があるのではないかなというふうに思っております。 

 あと、伊藤委員がおっしゃったのですけれども、ダイナミズムというか静態的なとこ

ろだけでなく、日本が今非常に負けてしまっているところでは、結構プロダクトサイ

クル的に成熟してしまっているところが多いわけで、これからグローバルに日本企業

の強みを考えて、どういった分野でグローバルにやっていけるのかということをうま

くにらみながら産業政策を考えていただかないといけないと思いました。もちろん今

までのレガシーの部分も両利き経営で非常に重要なのですけれども、プロダクトサイ

クル的に負けているところはマークアップ率が低くなってしまってきているというと

ころもあるのかなというふうに思います。 

 私の感想はそんなところなのですが、また次回、人材の件について議論するというこ

とかと思います。他に何かございましたらお願いいたします。 

 

○南部産業構造課長   

 ありがとうございました。 

 ご指摘を踏まえて、また我々も整理したいと思っております。冒頭、新原局長から申

し上げましたとおり、未来投資会議と連動して議論しておりまして、未来投資会議も

年末の中間報告に向けて引き続き動いていきますので、本日の議論の成果を位置づけ

ていくとともに、人材などまだ議論できていない部分については、また整理をして次

回ご議論いただければと思っております。よろしくお願いします。 

 

○翁部会長（株式会社日本総合研究所 理事長）   

 今日は、いろいろご意見出ましたので、ぜひご検討いただければと思います。よろし

くお願いいたします。 

 本日の会議はこれで終わりたいと思います。どうもありがとうございました。 

 

                                 ――了――   


